平成19年度補助金収入の減少に対する今年度の対応と次年度以降の対応策について

財務検討委員会

委員長　本城凡夫

平成19年度科学研究費補助金研究成果公開促進費（学術定期刊行物）不採択により，総会で承認された平成19年度予算に1,500万円の不足が生じ，今年度に緊急の対応を迫られるとともに，次年度以降の対応の検討が求められている。

１．今年度に取り組んだ対応

今年度は1,150万円の予備費を不足分の補填に充てた。

残り350万円程度の不足分を，以下の経費削減策で対応している。

1） 各種委員会および事務局における経費の削減

2） 支部補助金や大会交付金の削減の協力依頼および一部実施
3） 印刷会社による和英両誌印刷代の値下げ協力
4） 英文誌の会員各位への発送をその次の月に刊行される「日本水産学会誌」に同封することによる発送経費の削減（英文誌73巻4号8月刊行分から実施）
２．次年度に向けた方針および経費削減策

方針：　会費を値上げすることなく，経費の大幅削減と収入増で乗り切る。

次年度の経費削減策を講じても不足が生じた場合には，当面は積立金の取りくずしで対応する。


　次年度の予算編成においては，科研費補助金収入を組み込まない。ただし，次年度以降も，種々の対策を講じながら，経費削減策に応じた適切な補助申請額で補助金の獲得に努力する。

　

　経費削減策

1） 補助金が打ち切られた英文誌 Fisheries Scienceについて，正会員，学生会員，外国会員への無料配布をやめることで，印刷および発送経費の大幅削減をはかる。

ただし，賛助会員や団体会員への配布，図書館へ納入，海外への販売，および購入を希望する会員のために，引き続き必要部数の印刷を行う。また，会員へのサービス低下を補うために，電子ジャーナルサイトBlackwell Synergyにおける英文誌の電子ジャーナルの利用方法の会員への周知に努めるとともに，会員へのお知らせメールによる目次などの配信に取り組む。
2） 和文誌日本水産学会誌における会告・会報などの情報について，ホームページでの提供に加えて，お知らせメールの新設により速報性を高めて会員へ配信することで，印刷ページ数のスリム化を計り，印刷経費の削減に取り組む。

3） 今年度と同様に，各種委員会および事務局における経費の削減，支部補助金や大会交付金の削減などを引き続き行う。

4） 正会員の増加，賛助会員の獲得および広告や寄付金の増加などの収入増加策に取り組む。
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